
（様式１）
郡山市 復興交付金事業計画　平成26年度進捗状況（契約状況）報告　 総括表

平成27年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27

郡山市東日本大震災
復興交付金基金残高

郡山市東日本大震災
復興交付金基金の利息額

郡山市東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

0 0 0

執行
年度
23
24
25
26
27

合　計

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

2,699,973

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

108,733

3,810,820 3,618,718合　計

＜参考＞
福島県
交付分

（うち、当該
市町村分）

交付分
郡山市

0
187,560

2,802,160
0
0

942,800

＜参考＞

810,012

167,511

65,860 0

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

132,547
0

0
46,627

120,884
0

0
55,013



平成27年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 65,860

24 33,313 32,547

25
26
27

累計 65,860 33,313 32,547
（注） 23 65,860 0 0

1 24 0 33,313 32,547
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 65,860 33,313 32,547

23 0 0 0
24 0 0 0

5 25 0 0 0
6 26 0 0 0

27 0 0 0
7 0 0 0

65,860 33,313 32,547

（様式２C)

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

林業研究セン
ター施設管理
事業

福島県林
業研究セ
ンター

郡山市 復興交付金事業計画　平成26年度進捗状況（契約状況）報告　

漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/
完了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「契約済額」欄に
は、漁業集落効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費
相当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いま
せん。

省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

1 Ｃ － 8 ～ 24

・管理道路等修繕：24年8月契約。24年12月完了。
・分取用高速液体クロマトグラフィー：24年8月契約。24年10月
完了。
・ボイラー室撤去：24年9月、10月契約。24年12月完了。
・倉庫撤去：24年12月契約。25年1月完了。
・ガラス器具類等試験用具。取り下げ。
・クロマトグラフ装置：24年8月契約。24年10月完了。
・フィンガージョインター：24年10月契約。24年12月完了。
・グレーディングマシン：24年11月契約。25年3月完了。
・加湿器：24年9月契約。24年10月完了。
・研修本館視聴覚工事：24年8月契約。24年10月完了。
・人工乾燥装置：25年1月契約。25年2月完了。
・人工乾燥装置委託：24年7月契約。24年9月完了。

県 県 直接 完了 87,814 23－ 1 －



平成27年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 29,210 21,339 －
25 0 955 6,916 平成26年1月完成、インフレスライドにより平成25年12月契約変更
26
27

累計 29,210 22,294 6,916
23
24 23,163 23,163 0
25 平成26年2月完成
26
27

累計 23,163 23,163 0
23
24 2,640 2,125 515
25 平成25年8月完成
26
27

累計 2,640 2,125 515

23

24 42,000 10,783 -

25 525,000 515,894 - 25年8月設計完了。25年11月、本体工事発注。

26 22,072 18,251 27年2月、完成

27

累計 567,000 548,749 18,251

23

24 293,012 251,440 -

25 700,000 683,717 - 25年8月設計完了。25年11月、本体工事発注。

26 32,113 25,742 27年1月、完成

27

累計 993,012 967,270 25,742

23

24 125,125 104,590 -

25 350,000 329,222 - 25年8月設計完了。25年11月、本体工事発注。

26 15,215 26,098 26年10月、完成

27

累計 475,125 449,027 26,098

（様式２D）

完了 662,508 24 ～ 25

25年2月、設計委託発注。

災害公営住宅
整備事業

安積町 県 県 直接5 D － 4 － 1 －

－ 4 － 3 －
災害公営住宅
整備事業

日和田町 県 県 直接 完了 535,638 24 ～ 25

25年2月、設計委託発注。25年3月、用地取得完了。

25

25年2月、設計委託発注。25年3月、用地取得完了。

6 D － 4 － 2 －

7 D

直接 完了 3,300 24 ～ 24－ 1

大槻町八坦地
区造成宅地滑
動崩落緊急対
策効果促進事
業

旧市内
造成宅地

市 市

平成24年10月実施設計発注、平成25年3月工事発注、
平成26年2月末完了見込み

4 ◆ D － 14 － 1

市 直接 完了 30,885 24 ～2 －

桜木一丁目地
区造成宅地滑
動崩落緊急対
策事業

旧市内
造成宅地

市

平成24年10月実施設計発注、平成25年3月工事発注、
平成26年2月末完了見込み

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

2 D － 14 ～ 24

平成24年10月実施設計発注、平成25年3月工事発注、
平成26年2月末完了見込み

3 D － 14 －

市 市 直接 完了 38,947 24－ 1 －

大槻町八坦地
区造成宅地滑
動崩落緊急対
策事業

旧市内
造成宅地

24

災害公営住宅
整備事業

富田町 県 県 直接 完了 1,150,265 24 ～

復興交付金事業計画　平成26年度進捗状況（契約状況）報告　郡山市



No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況事業番号
全体
事業
期間

23

24 142,341 121,542 -

25 350,000 333,092 - 25年8月設計完了。25年11月、本体工事発注。

26 12,413 25,294 26年10月、完成

27

累計 492,341 467,047 25,294

23

24 340,322 288,344 -

25 875,000 835,920 - 25年8月設計完了。25年11月、本体工事発注。

26 26,920 64,138 26年12月、完成

27

累計 1,215,322 1,151,184 64,138

23
24
25 2,160 2,128 32 25年4月、発注。26年3月、完了
26
27

累計 2,160 2,128 32
23
24
25 132,547 119,929 12,618 平成26年3月完成
26
27

累計 132,547 119,929 12,618
（注） 23 0 0 0

1 24 942,800 776,699 0
25 2,802,160 2,699,973 32

2 26 0 108,733 159,523
3 27 0 0 0
4 3,744,960 3,585,405 159,555

23 0 0 0
24 55,013 46,627 515

5 25 132,547 120,884 19,534
6 26 0 0 0

27 0 0 0
7 187,560 167,511 20,049

3,932,520 3,752,916 179,604

「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

完了 2,700 25 ～

11 D － 4 － 6 －
災害公営住宅
整備事業

旧市内他 市 市 直接 完了 151,483 25

10 ◆ D － 4 － 1 － 1

8

25

県営住宅管理
システムプロ
グラム機能追
加事業

県内 県 県 直接

9 D

県 県 直接 完了 557,331 24 ～ 25

25年2月、設計委託発注。25年3月、用地取得完了。

D － 4 － 4

－ 4 － 5 －
災害公営住宅
整備事業

喜久田町 県 県 直接 完了 1,371,745 24 ～ 25

25年2月、設計委託発注。25年3月、用地取得完了。

～ 25

－
災害公営住宅
整備事業

富久山町

市街地復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/完
了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「契約済額」欄に
は、市街地復興効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してくださ
い。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費
相当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いま
せん。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。
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